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用語のご説明
●先進医療

病院等において行われる医療行為のうち、一定の施設基準を満たした
病院等が厚生労働省への届出により行う高度な医療技術をいいます。
対象となる先進医療の種類については、保険期間中に変更となること
があります。詳しくは厚生労働省ホームページをご覧ください。 

（https://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/sensiniryo/kikan.html）
●治療

医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。ただし、被保
険者が医師である場合は、被保険者以外の医師による治療をいいます。
●免責金額

支払保険金の算出にあたり、損害の額から控除する自己負担額をいいます。
●通院

病院もしくは診療所に通い、または往診により、治療を受けることを
いいます。ただし、治療を伴わない、薬剤、診断書、医療器具等の受
領等のためのものは含みません。
●入院

自宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の
管理下において治療に専念することをいいます。
●配偶者

婚姻の相手方をいい、内縁の相手方（※1）および同性パートナー（※2）
を含みます。

（※1）�内縁の相手方とは、婚姻の届出をしていないために、法律上の夫
婦と認められないものの、事実上婚姻関係と同様の事情にある
方をいいます。

（※2）�同性パートナーとは、戸籍上の性別が同一であるために、法律上 
の夫婦と認められないものの、婚姻関係と異ならない程度の実
質を備える状態にある方をいいます。

( 注 ) �内縁の相手方および同性パートナーは、婚姻の意思 ( 同性パート
ナーの場合は、パートナー関係を将来にわたり継続する意思 ) を
もち、同居により婚姻関係に準じた生活を営んでいる場合にかぎ
り、配偶者に含みます。

●親族
6親等内の血族、配偶者または3親等内の姻族をいいます。
●未婚

これまでに婚姻歴がないことをいいます。
●原因事故

トラブルの原因となった偶然な事故または事由をいいます。原因事故
の発生の時は、それぞれのトラブルごとに以下の時をいいます。
被害事故に関する
トラブル

被保険者または被保険者の未成年の子が被害を被っ
た時

借地または借家に
関するトラブル

被保険者または被保険者の未成年の子が賃借人とな
る貸借契約における地代・賃料・敷金等に関する事
由が発生した時(通知を受けることによってトラブル
の発生を知った時は、初めてその通知を受領した時)

離婚調停に
関するトラブル

被保険者が配偶者に離婚の意思を伝えた時
または配偶者からその意思を伝えられた時

遺産分割調停に
関するトラブル 被保険者の被相続人が死亡した時

人格権侵害に
関するトラブル

被保険者または被保険者の未成年の子が精神的苦痛
を初めて被った時

●保険金請求権者
弁護士費用補償においては、トラブルの当事者である被保険者をいい
ます。ただし、被害事故に関するトラブルまたは人格権侵害に関する
トラブルにおける原因事故によって被保険者が死亡した場合は、その
法定相続人として、法律上の損害賠償請求に関する弁護士等への委任
または弁護士等および行政書士への法律相談・書類作成依頼を行う者
を含みます。
●財物の損壊

財物の滅失、汚損または損傷をいいます。
●財物（弁護士費用）

有体物をいい、データ、ソフトウェア、プログラム等の無体物のほか、
著作権、特許権、商号権、漁業権、営業権、鉱業権その他これらに類
する権利等の財産権を含みません。
●調停等

調停、審判、抗告または訴訟をいいます。ただし、日本国内で申し立
てられた、または提起された場合にかぎります。
●被保険者の未成年の子

被保険者が親権を有する、未成年の子をいいます。なお、被保険者と
の続柄は、原因事故発生時におけるものをいいます。

●弁護士等
弁護士または司法書士法（昭和25年法律第197号）第３条第２項第１
号から第３号までに定める条件をすべて満たす司法書士をいいます。
●就業障害
（支払対象外期間中の就業障害の定義）
身体障害により、被保険者の経験、能力に応じたいかなる業務にも全
く従事できないこと。
（対象期間中の就業障害の定義）
身体障害により、被保険者が身体障害発生直前に従事していた業務に
全く従事できないか、または一部従事することができず、かつ所得喪
失率が20％を超えていること。なお、被保険者が死亡した後は、いか
なる場合であっても就業障害とはいいません。
●支払対象外期間
就業障害が開始した日から起算して、継続して
就業障害である協定書記載の期間（日数）をい
い、この期間に対しては、保険金をお支払いし
ません。ただし、支払対象外期間中に一時的に
復職し（通算して右表に記載の復職日数以内）、
その原因となった身体傷害により再び就業傷
害となった場合は、復職期間は就業障害が継
続していたものとみなし、復職日数を加算した
日数を支払対象外期間として適用します。
●回復所得額
支払対象外期間開始以降に業務に復帰して得た所得の額をいいます。
●平均月間所得額
就業障害が開始した日の属する月の直前12か月間の所得の平均月間
額をいいます。ただし、就業障害が開始した日の属する月の直前12か
月において産前・産後休業、育児休業または介護休業のいずれかの休
業等を取得している期間があることによりその期間の被保険者の所得
の平均月間額が減少している場合は、所定の被保険者の所得がある期
間における平均月間額とします。
●対象期間
支払対象外期間終了日の翌日から起算する協定書記載の期間をいい、損保
ジャパンが保険金を支払う期間はこの期間をもって限度とします。
●支払基礎所得額
保険金の算出の基礎となる所得の額をいい、被保険者の属する公的医
療保険制度に応じて、平均月間所得額に対する一定割合内で設定して
いただきます。
●疾病（病気）
傷害以外の身体の障害をいいます。
●身体障害を被った時
次の①または②のいずれかの時をいいます。
①傷害については、傷害の原因となった事故発生の時。
②�疾病については、医師の診断による発病の時。ただし、先天性異常
については、医師の診断により初めて発見された時。

●傷害（ケガ）
急激かつ偶然な外来の事故によって被った身体の傷害をいい、この傷
害には、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、
吸収した場合に急激に生ずる中毒症状を含みます。ただし、細菌性食
中毒、ウイルス性食中毒は含みません。
・�「急激」とは、突発的に発生することであり、ケガの原因としての事故
がゆるやかに発生するのではなく、原因となった事故から結果として
のケガまでの過程が直接的で時間的間隔のないことを意味します。
・�「偶然」とは、「原因の発生が偶然である」「結果の発生が偶然である」
「原因・結果とも偶然である」のいずれかに該当する予知されない出
来事をいいます。
・�「外来」とは、ケガの原因が被保険者の身体の外からの作用によるこ
とをいいます。

（注）�靴ずれ、車酔い、熱中症、しもやけ等は、「急激かつ偶然な外来の事故」に該当しません。
●所得
業務に従事することによって得られる給与所得、事業所得または雑所
得に係る総収入金額から、就業障害となることにより支出を免れる金
額を控除したものをいいます。ただし、就業障害の発生にかかわらず
得られる収入は除かれます。
●身体障害
傷害（傷害の原因となった事故を含みます。）および疾病をあわせて身
体障害といいます。

支払対象外
期間

復職日数
（限度）

60日以上
90日未満 5日

90日以上
180日未満 7日

180日以上
365日未満 14日

365日以上 28日


